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令和 7 年度事業実績報告 

（令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 

 

令和 7 年度事業計画に則り、介護老人保健施設がケアの質の向上をはかり、地域の社会資源としての

役割を果たしていくことができるよう、各種教育研修事業及び人材確保・育成対策事業を実施した。さ

らに、令和 7 年度厚生労働省補正予算による支援事業や令和 8 年度臨時介護報酬改定等の情報を迅速・

適確に伝達するべく ICT を活用した広報活動を行ったほか、令和 9 年度介護報酬改定への課題等を把握

するため各種調査研究事業等を実施した。また、厚生労働省等に対し、介護現場で勤務する職員の賃上げ

及び物価高騰等に対する財政支援を求める要望活動を関係団体と実施した。 

当期中における主要事業の概要は、以下のとおりである。なお、事業の詳細は、機関誌『老健』にお

いて「協会の活動」の「芝公園だより」等に掲載した。 

 

1 会議 

(1) 社員総会 

定款の規定に基づき定時社員総会を 1 回、臨時社員総会を 1 回開催し、付議された案件を審議、可

決承認した。議決案件等の概要は次のとおりである。 

① 第 14 回定時社員総会 

・開催の日時    令和 7 年 6 月 27 日（金）15：00～17：00 

・開催の場所       東京都港区芝公園 3-3-1 

東京プリンスホテル 2 階「マグノリアホール」 

・社員数 97 名 

・出席社員                    61 名 合計 97 名 

・書面による議決権行使社員    33 名 

・欠席社員数          3 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 令和 6 年度事業報告案について 

第 2 号議案 令和 6 年度決算報告案について 

報 告 事 項 (1) 基調報告について 

(2) 全国大会について 

(3) 令和 7 年 5 月 31 日現在加入状況について 

(4) 代議員・予備代議員、支部及びブロック一覧について 

(5) 調査研究事業について 

② 第 1 回臨時社員総会 

・開催の日時 令和 8 年 3 月 13 日（金）15：00～17：00 

・開催の場所 東京都港区芝公園 3-3-1 

東京プリンスホテル 2 階「プロビデンスホール」 

・社員数                      97 名 

・出席社員                    68 名 合計 97 名 

・書面による議決権行使社員    27 名 

・欠席社員数          2 名 

・議決案件等 
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第 1 号議案 令和 8 年度事業計画案について 

第 2 号議案 令和 8 年度収支予算案について 

第 3 号議案 令和 7 年度事業計画の一部変更案について 

第 4 号議案 令和 7 年度収支補正予算案について 

報 告 事 項 (1) 基調報告について 

(2) 全国大会について 

(3) 令和 8 年 1 月 31 日現在加入状況について 

(4) 代議員・予備代議員、支部及びブロック一覧について 

 (2) 理事会 

定款の規定に基づき定例理事会を 2 回、臨時理事会を 1 回開催し、社員総会に付議すべき事項等

について審議、可決承認した。審議案件の概要は次のとおりである。 

① 第 1 回定例理事会   

・開催の日時      令和 7 年 6 月 12 日（木）15：00～17：00 

・開催の場所      東京都港区芝公園 2-6-15 黒龍芝公園ビル 6 階 

公益社団法人全国老人保健施設協会 事務局 

※オンライン会議システムを併用 

・理事の現在数 26 名 

・出席者数                  22 名（うち、オンラインによる出席 10 名） 

・議決案件等 

第 1 号議案    令和 6 年度事業報告案について 

第 2 号議案    令和 6 年度決算報告案について 

第 3 号議案    第 14 回定時社員総会の開催について 

第 4 号議案    委員会委員等の承認について 

第 5 号議案    諸規程の一部改正について 

第 6 号議案    事務局長の採用について 

第 7 号議案    新規入会申込者(令和 7 年 2 月 1 日～令和 7 年 4 月 30 日)について 

第 8 号議案    会員変更申請者(令和 7 年 2 月 1 日～令和 7 年 4 月 30 日)について 

承 認 案 件  実地研修指定施設について 

報 告 事 項  (1) 業務報告について 

              (2) 退会者(令和 7 年 2 月 1 日～令和 7 年 4 月 30 日)について 

       (3) 令和 7 年 4 月 30 日現在加入状況について 

(4) 代議員・予備代議員、支部及びブロック一覧について 

② 第 1 回臨時理事会 

・開催の日時      令和 7 年 12 月 12 日（金）16：00～17：15 

・開催の場所 東京都港区芝公園 2-4-1 芝パークビル B 館 B1 階 

AP 浜松町「A ルーム」 

※オンライン会議システムを併用 

・理事の現在数 26 名 

・出席者数 19 名（うち、オンラインによる出席 7 名） 

・議決案件等 

第 1 号議案 令和 7 年度事業計画の一部変更案について 
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第 2 号議案 令和 7 年度収支補正予算案について 

第 3 号議案 諸規程について 

第 4 号議案 委員会委員の承認について 

第 5 号議案 新規入会申込者(令和 7 年 5 月 1 日～令和 7 年 11 月 30 日)について 

第 6 号議案 会員変更申請者(令和 7 年 5 月 1 日～令和 7 年 11 月 30 日)について 

報 告 事 項  (1) 業務報告について 

              (2) 退会者(令和 7 年 5 月 1 日～令和 7 年 11 月 30 日)について 

       (3) 令和 7 年 11 月 30 日現在加入状況について 

(4) 代議員・予備代議員、支部及びブロック一覧について 

③ 第 2 回定例理事会 

・開催の日時      令和 8 年 2 月 13 日（金）15：00～17：00 

・開催の場所      東京都港区芝公園 2-6-15 黒龍芝公園ビル 6 階 

公益社団法人全国老人保健施設協会 事務局 

※オンライン会議システムを併用 

・理事の現在数 26 名 

・出席者数 20 名（うち、オンラインによる出席 7 名） 

・議決案件等 

第 1 号議案 令和 8 年度事業計画案について 

第 2 号議案 令和 8 年度収支予算案について 

第 3 号議案 令和 7 年度第 1 回臨時社員総会の開催について 

第 4 号議案 委員会委員の承認について 

第 5 号議案 正規職員就業規則等の改正等について 

第 6 号議案  新規入会申込者(令和 7 年 12 月 1 日～令和 8 年 1 月 31 日)について 

第 7 号議案  会員変更申請者(令和 7 年 12 月 1 日～令和 8 年 1 月 31 日)について 

報 告 事 項  (1) 業務報告について 

              (2) 退会者(令和 7 年 12 月 1 日～令和 8 年 1 月 31 日)について 

              (3) 令和 8 年 1 月 31 日現在加入状況について 

(4) 代議員・予備代議員、支部及びブロック一覧について 

  (3) 支部長会 

年度中に 1 回開催し、事業実施状況の説明を行ったほか、各支部からの要望事項等、意見交換を行

った。 

(4) 正副会長会 

年度中に 22 回開催し、介護報酬改定に向けての対応、新規事業等、当協会事業の細目に関する事項

について検討を行った。 

(5) 常務理事会 

年度中に 12 回開催し、各委員会活動の内容の協議、介護報酬改定に向けての対応等、その他事業計

画の執行について検討を行った。 

(6) 支部事務担当者会 

年度中に 2 回開催し、事業実施状況の説明を行った他、公益社団法人として必要な各種事務連絡を

伝達し各支部の要望について意見交換を行う等、協会本部と支部事務局との連絡を密にし、事業運営

に生かした。 
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2 大会事業 

第 36 回全国介護老人保健施設大会 山口は、次の概要で開催された。 

大 会 名： 第 36 回 全国介護老人保健施設大会 山口 

日 程： 令和 7 年 11 月 27 日（木）～28 日（金） 

テ ー マ： 「昭和百年、老健 続く～想いを継ぎ 技を磨き 人を繋ぐ～」 

大会会長： 公益社団法人全国老人保健施設協会 山口県支部長 頴原 健 

会 場： 下関市民会館、海峡メッセ下関、シーモールパレス、シーモール下関（山口県下関市） 

参加者数： 3,309 名 

演 題 数： 840 演題（ポスターセッション含む） 

後 援： 厚生労働省、山口県、下関市、公益社団法人日本医師会、社会福祉法人全国社会福祉協

議会 等 計 65 団体 

・第 1 日目 11 月 27 日（木） 

開会式・表彰式 

特別講演「介護政策の課題と対応 

～「2040 年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会報告～」 

 講師：厚生労働省 老健局老人保健課長 堀 裕行 

昭和百年企画（1）先人の想いを継ぐ 

①講演「夕映え美しく ～初代会長 矢内伸夫先生が遺したメッセージ～ 」 

 講師：介護老人保健施設 伸寿苑 施設長代理 井上 崇 

②対談「モデル施設から 38 年、先人の想いは今…。」 

出演：介護老人保健施設 伸寿苑 施設長代理 井上 崇   

東洋大学 福祉社会デザイン学部社会福祉学科 教授 高野 龍昭 

昭和百年企画（2）人と地域を繋ぐ 

③講演「介護保険制度と老健施設の軌跡～「これまで」の老健～」 

講師：日本医師会 常任理事／全国老人保健施設協会 理事 江澤 和彦 

シンポジウムⅠ「老健施設の未来に向かって～「これから」の老健～」 

記念講演（1）「「私」を生きる」 

      講師：公益財団法人社会貢献支援財団 会長 安倍 昭恵 

演題発表（ポスターセッション含む）、共催ランチョンセミナー、ご当地歴史ゼミナール、 

懇親会、福祉・医療機器展 

・第 2 日目 11 月 28 日（金） 

シンポジウムⅡ「『介護事故』に対する世の中の見方・考え方・風潮を変えていこう！ 

～安心・安全な介護を目指した事故検討会の取組み～」 

シンポジウムⅢ「老健施設において ACP をどのように実践しているか？  

（意思決定支援事業の結果報告と事例紹介）」 

シンポジウムⅣ「人材ダイバーシティ～だからとっても老健は楽しい～」 

記念講演（2）トークイベント「母ちゃんのフラフープ」 

 出演者：タレント 吉本興業 田村 淳 

演題発表（ポスターセッション含む）、共催ランチョンセミナー、福祉・医療機器展 

閉会式 
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3 教育事業 

老健施設におけるサービスの質の維持・向上を図り、利用者及びその家族に良質なサービスを提供す

ることを目的とした各種研修事業等を開催した。 

（1）職員基礎研修事業 

老健施設職員に必須の基礎的知識及び理念の修得を目的として、実務経験 2 年未満の職員等を対象

に職員基礎研修会をオンライン形式により実施した。 

方法 視聴可能期間 受講者数 
オンライン 令和 7 年 8 月 21 日（木）～令和 7 年 9 月 12 日（金） 404 名 

（2）実地研修事業 

専門実技修得を目的として、原則として老健施設勤務 2 年以上の職員を対象に研修を実施した。 

コース 施設/コース数 回数 受講者数 
専門実技修得コース 60 45 166 名 

※ 「施設/コース数」：募集が行われた施設の数（同一施設が複数の専門分野でコース設定してい

る場合は、専門分野のコースをカウントしている） 

※「回数」：中止等を除き、参加申し込みがあり実施されたコースの数。 

（3）管理者（職）研修事業 

管理者（職）としての基礎知識、行政の動向等について理解を深めることを目的として、施設の管理

者（職）及び開設予定者等を対象に実施した。 

方法 視聴可能期間 受講者数 
オンライン 令和 7 年 12 月 2 日（火）～令和 7 年 12 月 19 日（金） 227 名 

（4）中堅職員研修事業 

中堅クラスの職員としてのスキルアップを目的として、実務経験 5 年程度の職員等を対象に、講義

とテーマ別のグループディスカッションによる中堅職員研修会を実施した。 

方法 視聴可能期間 受講者数 
オンライン 
（講義） 

令和 7 年 8 月 21 日（木）～令和 7 年 9 月 12 日（金） 191 名 

オンライン 
（グループワーク） 

令和 7 年 9 月 18 日（木） 191 名 

（5） リハビリテーション研修事業 

老健施設におけるリハビリテーションについて、最新情報や実務者として必要な知識を修得すること

を目的として、施設職員等を対象にオンライン形式により実施した。 

方法 視聴可能期間 受講者数 
オンライン 令和 7 年 10 月 1 日（水）～令和 7 年 10 月 20 日（月） 173 名 

（6）管理医師総合診療研修事業（リカレント事業） 

老健施設の管理医師として必要な医学管理の知識等を修得するとともに、「所定疾患施設療養費 II」

の算定要件となる「感染症対策に関する研修」の基準を満たす研修として、また、専門領域（科）の医

師向けに、幅広い総合的な診療を学んでいただく研修として、一般社団法人日本老年医学会と共催（協

力：国立研究開発法人国立長寿医療研究センター）で、オンライン形式により実施した。 

方法 視聴可能期間 受講者数 
オンライン 令和 7 年 7 月 1 日（火）～令和 7 年 8 月 29 日（金） 296 名 
オンライン 

（グループワーク） 
① 令和 7 年 9 月 6 日（土） 145 名 
② 令和 7 年 9 月 7 日（日） 118 名 

（7）認知症ケア研修事業 

介護報酬上の「認知症短期集中リハビリテーション実施加算」の算定要件ならびに診療報酬上の「認



 

6 
 

知症患者リハビリテーション料」の施設基準となる「認知症に対するリハビリテーションに関する専門

的な研修」として、公益社団法人日本医師会と共催（協力：国立研究開発法人国立長寿医療研究センタ

ー）で医師を対象にオンライン形式により実施した。 

方法 視聴可能期間 受講者数 
オンライン 
（第 1 回） 

令和 7 年 6 月 2 日（月）～令和 7 年 6 月 30 日（月） 318 名 

オンライン 
（第 2 回） 

令和 8 年 1 月 6 日（火）～令和 8 年 1 月 30 日（金） 148 名 

（8）看護職員研修事業 

老健施設のチームケアの中で看護職員が果たすべき役割等について理解を深めることを目的として、

看護職員等を対象に実施した。 

方法 開催日 受講者数 
集合 令和 8 年 1 月 31 日（土） 35 名 

（9）看取り研修事業 

利用者が最期までその人らしく過ごせるように、老健施設における適切な看取り・ターミナルケアに

ついて理解を深めることを目的とした研修会を、施設職員等を対象に実施した。 

方法 視聴可能期間 受講者数 
オンライン 令和 7 年 10 月 21 日（火）～令和 7 年 11 月 14 日（金） 215 名 

（10）新規加入施設研修事業 

令和 3 年度～令和 7 年度までに当会会員に新規加入された 48 施設の職員を対象に、老健施設を運営

していくうえで必要となる基礎的な知識の修得を目的とした研修会を実施した。 

方法 視聴可能期間 受講者数 
オンライン 令和 8 年 2 月 10 日（火）～令和 8 年 2 月 27 日（金） 3 名 

（11）老健施設経営セミナー事業 

独立行政法人福祉医療機構との共催により「介護老人保健施設経営セミナー」をオンライン形式によ

り実施した。 

方法 視聴可能期間 
オンライン 令和 8 年 3 月 5 日（木）～令和 8 年 9 月 30 日（水） 

（12）老健施設向け DX 推進リーダー育成講座 

  デジタル技術を活用した業務改善に必要な最新知識を取得することを目的とした全 10 回のライブ

配信にて研修を実施した。 

方法 開催期間 全 10 回 受講者数 
オンライン 令和 7 年 9 月 24 日（水）～令和 8 年 2 月 18 日（水） 191 名 

（13）介護保険施設等を対象とした特定行為研修制度に関する周知事業 

  医師の包括的な指示のもと、看護師が一定の医療行為を自発的に実施できるよう、特定行為研修制

度に関する受講や説明会及びシンポジウムを開催した。 

方法 開催日  受講者数 
オンライン 令和 7 年 8 月 23 日（土） 198 名 
ハイブリット 令和 7 年 12 月 6 日（土） 67 名 

集合 令和 8 年 1 月 31 日（土）/シンポジウム 29 名 
オンライン 令和 8 年 2 月 14 日（土） 33 名 

 

4 制度対策事業 

令和 6 年度及び令和 8 年度臨時介護報酬改定の対応として以下の事業を行った。 

(1) 関連情報の提供等 
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老健施設に関する通知・通達類をはじめ、社会保障審議会（厚生労働省）資料、全国介護保険担当課

長会議（厚生労働省）資料、「介護保険最新情報」等を、役員、支部長、代議員、各都道府県支部及び

会員施設あてに、ホームページ、メールマガジン、FAX ニュース、機関誌『老健』等の媒体を通じて

周知を図った。 

特に、社会保障審議会介護給付費分科会・介護保険部会の審議概要等について、随時 会員専用サイ

ト、FAX ニュースとメールマガジンの速報等で情報提供を行った。 

また、令和 7 年度補正予算及び令和 8 年度臨時介護報酬改定の概要について情報提供をする目的で資

料を会員専用サイトに掲載して周知を図った。併せて、大分県支部、千葉県支部、兵庫県支部からの要請

を受け、令和 7 年度補正予算及び令和 8 年度臨時介護報酬改定等に関する説明会等の講師派遣を行った。 

なお、ICT を用いた情報提供については、7 広報出版事業(3)(4)(5)(6)(7)、8  ICT 関連事業におい

て報告のとおりである。 

(2) 関連調査等 

年度毎の老健施設の経営実態を把握するため、事業所の収支や利用者の状況等のデータを収集し、

地域医療介護総合確保基金の拡充や令和 8 年度臨時介護報酬改定へ向けた要望の材料とした。なお、

その他の関連調査の具体的な内容については、6 調査研究事業(3) (5)において報告のとおりである。 

(3) 介護老人保健施設のあり方に関する各種要望等 

老健施設を取り巻く課題について整理を行い、老健施設の現状に関するデータを多角的に収集・分

析し、社会保障審議会介護給付費分科会等における提言を行った。 

介護現場における賃上げ・物価高騰対策等に関して、関係団体と協働して厚生労働省、政党等に対

して要望書を提出した。 

さらに、要望事項について広く国政に反映させるため、全国老人保健施設連盟の協力も得て各種活

動を展開した。 

 

5 認定資格制度事業 

(1) 認知症ケア研修事業 

3 教育事業(7) 認知症ケア研修事業において報告したとおりである。 

(2) リスクマネジャー資格認定事業 

老健施設において発生するリスクを包括して把握し対応するリスクマネジャーを養成する目的で、

「リスクマネジャー資格認定試験」の実施及び受験資格の取得に向けた「リスクマネジャー養成講座」

をオンライン形式により開催した。また、リスクマネジャー資格が 5 年毎の更新制のため、資格更新

試験（オンライン形式による試験等）を実施した。さらに、資格認定試験及び資格更新試験の受験者

を対象に、試験に先立ちオンライン形式による模擬試験を実施した。 
① リスクマネジャー資格認定試験 

方法 試験期間 受験者数 
オンライン 令和 7 年 7 月 1 日（火）～ 令和 7 年 7 月 31 日（木） 459 名 

② リスクマネジャー資格更新試験 
方法 試験期間 受験者数 

オンライン 令和 7 年 7 月 1 日（火）～ 令和 7 年 7 月 31 日（木） 246 名 
③ リスクマネジャー養成講座 

方法 視聴可能期間 受講者数 
オンライン 令和 8 年 2 月 2 日（月）～令和 8 年 2 月 27 日（金） 383 名 
オンライン 

（グループワーク） 
令和 8 年 3 月 24 日（火） 195 名 
令和 8 年 3 月 25 日（水） 185 名 
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(3) 管理医師総合診療研修事業 

3 教育事業(6)管理医師総合診療研修事業において報告したとおりである。 

 

6 調査研究事業 

(1) 介護保険制度と老健施設のあり方に関する調査研究事業 

令和 7 年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）を受け、調査研究事業班を

設置し、以下の事業を実施した。 

① 介護老人保健施設利用者等に対する急変時等の治療方針に関する意思決定支援にかかる調査研究

事業 

老健施設における適切な意思決定支援の在り方についての事例集や今後の施策検討に資する

資料を作成することを目的として実施した。看取りや医療提供体制の現状や、ACP の実施状況等

の実態について調査票を用いた調査を実施するとともに、先進的な取組をしている施設に対して

インタビュー調査を行い、他施設が参考にできるよう「介護老人保健施設における ACP 取組事

例集」として取りまとめた。 

② 介護老人保健施設における在宅復帰・在宅療養支援機能の促進にかかる調査研究事業 

老健施設について、介護報酬改定の影響も踏まえたサービス提供の実態調査を行うとともに、

施設の在り方を含め、在宅復帰・在宅療養支援機能を更に高めるための課題の把握を行うことを

目的として実施し、今後の介護報酬における加算制度の課題及び在宅復帰・在宅療養支援等指標

の在り方について検討した。 

(2) 介護老人保健施設における感染症に関する状況調査 

継続調査として実施している、感染症（インフルエンザ、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）、

ノロウイルス）の発症状況に関する調査を、年 2 回に分けて通年で実施した。 

(3) 介護現場における物価高騰・賃上げ等の状況調査 

賃上げや物価高騰の影響等、介護現場の窮状を、データをもって政府に陳情するため調査を実施した。 

   ①介護現場における賃上げ・物価高騰・離職等の状況調査 

   ②【骨太方針 2025 記載】介護現場における幅広い職種の賃上げ実現のための賃上げ状況調査 

（本調査は、当協会のほか、公益社団法人全国老人福祉施設協議会、公益社団法人日本認知症グルー

プホーム協会、一般社団法人日本慢性期医療協会、一般社団法人全国介護事業者連盟、高齢者住ま

い事業者団体連合会、一般社団法人『民間事業者の質を高める』全国介護事業者協議会、一般社団法

人日本在宅介護協会、全国社会福祉法人経営者協議会、一般社団法人日本福祉用具供給協会、公益

社団法人日本看護協会、一般社団法人日本介護支援専門員協会、一般社団法人全国デイ・ケア協会の

13 団体と合同で実施） 

(4) 医療・介護・保育分野における有料職業紹介「適正認定事業者」のサービス品質に関する調査 

当協会が参画している「医療・介護・保育分野における適正な有料職業紹介事業者の認定制度」協

議会が実施した「認定事業者に対する推奨度調査」について、調査協力をした。 

(5) 介護施設利用者の摂食嚥下機能の維持・改善に関する追跡調査 

令和 6 年度老人保健健康増進等事業「介護施設利用者の摂食嚥下機能の維持・改善に向けた事例集

等の作成に係る調査研究事業」において実施した個別調査の協力施設対象者に対して追跡調査を行っ

た。 

(6) 介護老人保健施設職員の転倒事故の実態と転倒リスクの内的要因の調査研究〔職員向け調査〕について 

 当協会が参画している独立行政法人労働者健康安全機構の「高年齢労働者の転倒災害」をテーマにした
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研究事業について、令和 6 年度に引き続き、老健施設で働く職員向けの調査に協力した。 

 

7 広報出版事業 

(1) 機関誌『老健』の刊行 

機関誌『老健』を 12 回定期刊行し、当協会会員施設をはじめ、厚生労働省、都道府県ならびに政令

指定都市介護保険担当主管課、関係諸団体、公立等図書館、リハビリ専門職養成校、主要マスコミ、

個人購読者等へ配付し、介護保険制度および老健施設に関連する情報を提供するとともに、当協会の

活動に関する広報活動を行った。(総発行部数 142,510 部) 

各号の特集および主要企画等は以下のとおり。 

・2025 年 4 月号 特別対談、特集 老健施設のポリファーマシーの取り組み 

・2025 年 5 月号 能登半島地震から 1 年半 災害復旧状況レポート 

・2025 年 6 月号 介護事故の実際と老健施設の転倒転落対策 

・2025 年 7 月号 老健施設におけるプレターミナル ACP の重要性 令和 6 年度老人保健健康増進等

事業レポート 

・2025 年 8 月号 AI が変える、支える 今後の介護・医療 

・2025 年 9 月号 老健施設における外国人介護人材確保から育成・定着へ 

・2025 年 10 月号 老健施設の広報と地域啓発 信頼を築く情報発信術 

・2025 年 11 月号 介護の DX・生産性向上に向けた自治体の支援 

・2025 年 12 月号 老健施設の家族支援の可能性 多様化する家族介護者を支える 

・2026 年 1 月号 新春対談 持続可能な社会保障に向け老健施設の医療機能の活用とさらなる処遇

改善を 

・2026 年 2 月号 介護技術のプロフェッショナルを育てる 技能五輪、新たな挑戦 

・2026 年 3 月号 第 36 回全国介護老人保健施設大会 山口 

(2) ニュースペーパーの発行 

情報の周知を目的に、機関誌『老健』の刊行に併せ、機関誌『老健』ニュースペーパーの配信を毎

月 1 回行った。 

(3) メールマガジンの配信 

メールマガジン＜e‐roken(イー・ローケン)＞を合計 59 回配信し、ホームページ、会員専用ホーム

ページと連動して迅速な情報提供を行った。 

メールマガジンの配信状況は以下のとおり。 

・定期配信版＜e‐roken (イー・ローケン)＞ 計 24 回配信（第 498 号～第 521 号） 

・速報版＜e‐roken flash(イー・ローケン・フラッシュ)＞ 計 35 回配信 

(4) ホームページ等を活用した広報活動 

老健施設や当協会活動等に関する最新情報を随時掲載し、会員施設、関係各所ならびに一般国民に

向けた広報を行った。 

(5) 全老健 FAX ニュースの配信 

介護報酬関連等の即時情報発信として、「全老健 FAX ニュース」を配信した。ホームページ、会員

専用ホームページ、LINE、Facebook と連動して迅速な情報提供を行った。 計 8 回（Vol.128～

Vol.135） 

(6) LINE 公式アカウントによるメッセージの配信 

ホームページ、会員専用ホームページ等と連動して迅速な情報提供を行った。 計 153 回配信 
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(7) Facebook 公式ページでの配信 

ホームページ、会員専用ホームページ等と連動して迅速な情報提供を行った。 計 55 回配信 

(8) YouTube 公式ページでの配信 

ホームページ等と連動して、当協会が実施する医師向けのリカレント教育について動画を配信した。 

(9) 『介護白書』の編集 

当協会の広報及び老健施設の運営、教育等に資する目的で、『令和 7 年版 介護白書 －老健施設の

立場から－』（令和 7 年 12 月発行）の出版物を編集した。 

(10) 全老健イメージキャラクター「ROKEN くん」 

ROKEN くんおよび山口県版ご当地 ROKEN くんをデザインしたトートバック（紙製）を作製し、

全国大会会場で配布した。また、今後の ROKEN くん・ご当地 ROKEN くんの PR や活用方法につい

て検討した。 

(11) 全老健「広報に関するアンケート」の実施 

今後の広報活動の改善・質向上を図るため、機関誌『老健』、介護白書、メールマガジン、SNS・

ホームページ、「ROKEN くん」等に関するアンケートを実施した。 

 

8 ICT 関連事業 

ホームページならびに会員専用ホームページ上に、介護報酬関連資料、社会保障審議会（厚生労働省）

等の資料・レポート等の最新情報を掲載した。ホームページでは、引き続き求人情報サイト、施設紹介サ

イト及び介護法令等の検索ページを運営した。 

LINE、Facebook では、ホームページに掲載した情報のほか、老健施設職員のメンタルヘルスサポー

ト「メンタルヘルス相談窓口」の案内や機関誌『老健』の発刊情報等を配信した。 

なお、上記を含め ICT 関連事業については、7 広報出版事業(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)(11)において報告し

たとおりである。 

 

9 老健施設人材確保・育成対策事業 

(1) 2025 年度人材マネジメント塾 

老健施設の役職員を対象に、魅力ある職場づくりについての発信を目的に、「働きやすい職場づくり～

職員が選択できる働き方～」をテーマとして、令和 8 年 3 月 17 日より会員専用ホームページ上で無料

公開した。 

(2) 医療・介護・保育分野における有料職業紹介「適正認定事業者」のサービス品質に関する調査について 

6 調査研究事業(4)において報告のとおりである。 

(3) 国が開催する会議等への参画について 

外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会、国際医療・福祉専門家受入れ支援懇談会、介護分野

における特定技能協議会運営委員会、医療・介護・保育分野における適正な有料職業紹介事業者の認定

制度協議会等、国等が開催する会議に参画した。また、公益社団法人日本介護福祉士会、公益社団法人

日本介護福祉士養成施設協会、一般社団法人認定介護福祉士認証・認定機構など、人材に関連する団体

に理事や委員として参画した。 

 (4) 介護老人保健施設求人情報サイト 

引き続き、会員施設が無料で求人活動できるよう「求人情報サイト」の運営を行った。 

 (5) 老健施設職員のためのこころの相談事業 

引き続き、老健施設職員のために、日常生活での悩みやストレス等について電話やメールで無料相
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談ができる「メンタルヘルス相談窓口」の運営を行った。 

 

10 安全推進事業 

(1) 安全推進月間 

毎年実施している安全推進月間（4 月・10 月）を実施した。令和 7 年度は「カスタマーハラスメン

ト撲滅へ！コミュニケーションが築く安心・安全な職場」をテーマに、募集した標語をもとに、老健

施設における事故防止等の周知・啓発を行うための安全推進月間ポスターを作成し会員施設に配布し

た。 

(2) 介護老人保健施設安全推進セミナー 

老健施設で多いリスク（誤飲・誤嚥、転倒・転落、入浴時の事故など）の対応方法やひやりはっと分析等

の技術向上を目的として、老健施設職員等を対象に講義とテーマ別のグループディスカッションを実

施した。 

介護老人保健施設安全推進セミナー 

方法 視聴可能期間 受講者数 
オンライン（講義） 令和 7 年 9 月 16 日（火）～令和 7 年 10 月 1 日（水） 108 名 

オンライン 
（グループディスカッション） 

令和 7 年 10 月 2 日（木） 108 名 

 (3) 老健施設のトラブル防止と発生時対策、早期解決に向けて～全老健事故検討会からの発信 2025～

（株式会社全老健共済会との共催セミナー） 

事故検討会で重大事故の検討を積み重ねて得られた「予見」や「賠償責任」の考え方等について、

施設のリスクマネジメント業務で活かすことを目的として、株式会社全老健共済会と共催セミナーを開催

した。 

開催地 実施期間 会場 参加者数 

大阪府 令和 7 年 8 月 20 日(水) 大阪東京海上日動ビルディング 113 名 
東京都 令和 7 年 9 月 2 日(火) 常盤橋タワー 126 名 

(4) 「事故検討会通信」の作成 

事故検討会で検討された事例について、事故防止の観点、発生時対策や事故の考え方等を施設に啓発する

ため検討事例をリーフレットにまとめ、ホームページの掲載、メールマガジンの配信にて周知を図った。 

(5) リスクマネジメントマニュアル「『高齢者のアクシデント』支えあいの心で理解を深めよう～スタ

ッフ・家族・社会のみんなで支える高齢者の日々～全老健事故検討会からの発信」の作成 

事故検討会の活動を通じて蓄積された情報やノウハウから日常業務のアクシデント対応において重要となるポ

イントを整理したリスクマネジメントマニュアルを作成し、ホームページの掲載、メールマガジンの配信にて周知を

図った。 

 

11  災害対策事業 

大規模自然災害発生時に被災地の老健施設に対し、全老健災害相互支援プロジェクト（以下、

「DMSP」という）のプロジェクトＢ（災害支援職員派遣）による支援が迅速に実施できるようにする

ため、災害支援職員の事前登録制度を開始した。 

また、災害支援活動を行う際に着用するビブスを作成し各支部に配布した。 

 

12  高齢者ケア懇話会 

老健施設が国民に正しく理解され、また地域の社会資源として適切に利用されるため、広く学識経験
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者・記者等の参集を求め、老健施設及び当協会の活動についての意見を頂戴し、これを当協会の活動に生

かすことを目的として、記者及び有識者等との懇話会を開催した。 

 

開催日 内容 場所 

令和 7 年 5 月 8 日（木） 介護現場で働く人々と家族の暮らしを守る集会 
ザ・キャピトルホテ

ル東急 

令和 7 年 11 月 12 日（水） 
【緊急！】【骨太方針 2025 記載】「介護現場における

幅広い職種の賃上げ実現のための賃上げ状況調査」

結果報告記者会見 

ザ・キャピトルホテ

ル東急 

 

13  会員支援事業 

施設で発生するリスクに対応するために、当協会が契約者となる団体保険制度である、「介護老人保健

施設総合補償制度」、「居宅介護事業者補償制度」、「情報漏えい損害補償制度」、「ハラスメント賠償

責任保険制度」、「使用者賠償責任保険・労働災害総合保険」等を会員施設に勧奨した。 

 

14  老健施設未来ビジョンワークショップ 

次世代の老健施設を管理する者を対象として、地域包括ケアシステムの発展に寄与するために今後の

老健施設で求められる機能等について、ワークショップを実施した。 

開催地 実施期間 会場 参加者数 
東京都 令和 7 年 10 月 15 日(水)～16 日(木) TOC 有明 63 名 

 

15 常設委員会事業 

(1) 総務・企画委員会 

令和 6 年度事業報告案・決算報告案、令和 7 年度事業計画の一部変更案・収支補正予算案、令和 8

年度事業計画案・収支予算案について検討したほか、全国大会開催地等の検討を行った。 

また、企画部会を設置し、老健施設未来ビジョンワークショップの開催について検討した。 

(2) 管理運営委員会 

安全推進部会を設置して老健施設における管理運営のあり方や災害対応に関する事業等について検討し

た。具体的には、5 資格認定事業（2）、10 安全推進事業（1）（2）、11 災害対策事業において報告したとおり

である。 

(3) 研修委員会 

3 教育事業に掲げた各種研修会の実施可能性等について検討し、オンライン形式で開催することと

した。詳細については、3 教育事業において報告したとおりである。 

(4) 学術委員会 

会員施設等の協力を得て、6 調査研究事業の（1）介護保険制度と老健施設のあり方に関する調査研

究事業、ならびに（2）介護老人保健施設における感染症に関する状況調査を実施したほか、6 調査研

究事業の（6）で報告のとおり、老健施設を対象とした外部研究機関からの調査協力依頼への対応等を

行った。 

また、学術委員会に「摂食嚥下ステートメント検討事業班」を設置し、利用者の誤嚥や窒息は施設側

がリスクマネジメントを行っていたとしても一定の確率で発生する高齢化に伴う症候 (老年症候群)で

あることを広く周知するためのステートメント作成に向けて引き続き検討を行った。 
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(5) 社会保障制度委員会 

4 制度対策事業に資するため、各種調査の実施、調査データ分析等を行ったほか、介護保険関連情

報の提供等について随時検討を行った。 

具体的には、7 広報出版事業(3)(4)(5)(6)(7)において報告したとおりである。 

また、社会保障制度委員会に消費税対策部会を設置し、老健施設における消費税の取り扱い及び税制

改正等について検討を行ったほか、各種調査の実施、調査データ分析等を行った。 

(6) 名誉・倫理諮問会議 

介護老人保健施設事業功労者厚生労働大臣表彰被表彰者の推薦、全国老人保健施設協会表彰及び安

全優良職長厚生労働大臣顕彰の審査を行った。 

(7) 学術倫理委員会 

当協会が行う臨床研究・疫学研究等申請があった研究について審査を行った。 

(8) 広報情報委員会 

機関誌『老健』の刊行、『介護白書』の編集、ホームページ、LINE、Facebook、YouTube、FAX 等

を活用した広報・情報提供を行った。具体的には、7 広報出版事業において報告したとおりである。 

(9) 人材対策委員会 

介護人材の確保と定着、魅力ある職場づくりについての発信を目的として、「人材マネジメント塾」

を会員専用ホームページ上で公開した。また、国等が実施する介護人材等の育成・確保に関する事業

並びに外国人介護人材等に関する事業に協力した。具体的には、9 老健施設人材確保・育成対策事業

において報告したとおりである。 

人材対策委員会作業班および技能五輪検討班を設置した。 

(10) 大会検討委員会 

来年度以降に開催される各大会の開催に向けて情報整理を行ったほか、今後の全国大会の運営に関す

るマニュアル等について、今後の検討に向けた基礎資料の整備等を行った。 

(11) 事故検討会 

本協会が契約者となる団体保険制度の加入施設で発生した重大事故を対象に、事故内容等を検討し、

適切な対応がとれるよう助言を行った。 

(12) 利益相反委員会 

利益相反管理規程に基づき、調査研究事業の研究者に利益相反に関する審査を行った。 
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16 正会員の加入動向 

令和 7 年度末における正会員数は３,４７０名である。なお、当協会設立時より今年度末までの年間加

入数及び各年度末正会員数は次表のとおりである。 

 

 年度中入会正会員数 年度中退会等正会員数 年度末正会員数 
平成 1 年度   １７６名 
平成 2 年度 １４４名  ３２０名 
平成 3 年度 １４３名  ４６３名 
平成 4 年度 １５２名  ６１５名 
平成 5 年度 １７５名  ７９０名 
平成 6 年度 １９３名  ９８３名 
平成 7 年度 ２０８名  １，１９１名 
平成 8 年度 ３２２名  １，５１３名 
平成 9 年度 ２８９名  １，８０２名 
平成 10 年度 ３３３名 ３名 ２，１３２名 
平成 11 年度 ２３７名 ２名 ２，３６７名 
平成 12 年度 ２２７名 ３名 ２，５９１名 
平成 13 年度 １０６名 １名 ２，６９６名 
平成 14 年度 ９７名 ３名 ２，７９０名 
平成 15 年度 １１９名 ２名 ２，９０７名 
平成 16 年度 １１７名 ５名 ３，０１９名 
平成 17 年度 １３７名 ３名 ３，１５３名 
平成 18 年度 ９１名 ５名 ３，２３９名 
平成 19 年度 ５９名 １１名 ３，２８７名 
平成 20 年度 ４７名 １３名 ３，３２１名 
平成 21 年度 ４３名 ４名 ３，３６０名 
平成 22 年度 ３８名 ７名 ３，３９１名 
平成 23 年度 ５１名 ６名 ３，４３６名 
平成 24 年度 ７２名 １０名 ３，４９８名 
平成 25 年度 ３１名 １５名 ３，５１４名 
平成 26 年度 ５０名 ９名 ３，５５５名 
平成 27 年度 ４４名 １４名 ３，５８５名 
平成 28 年度 ３０名 ２２名 ３，５９３名 
平成 29 年度 ３４名 ２０名 ３，６０７名 
平成 30 年度 ３６名 ２９名 ３，６１４名 
令和元年度 １０名 ３６名 ３，５８８名 
令和 2 年度 １４名 ２５名 ３，５７７名 
令和 3 年度 １２名 ２７名 ３，５６２名 
令和 4 年度 １３名 １９名 ３，５５６名 
令和 5 年度 １４名 ３３名 ３，５３７名 
令和 6 年度 １５名 ４８名 ３，５０４名 
令和 7 年度 ５名 ３９名 ３，４７０名 
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17 当該公益法人の運営体制の充実を図るための取組 

 

  当法人では、法人運営体制及びガバナンス機能の充実を図るため、諸規程等の見直し、理事会

資料の事前共有及び Web 会議システムの活用により、円滑かつ効率的な意思決定に努めた。ま

た、定期的な理事会に加え、必要に応じて臨時理事会を開催するとともに、支部長会、正副会長

会及び常務理事会を通じて、理事の職務執行が効率的に行われる体制の確保を図った。 

さらに、経理的基礎の確保及び財務運営体制の強化を図るため、外部監事として公認会計士を

選任するとともに、定款に基づき会計監査人を設置している。これにより、財務情報の信頼性を

高めるとともに、理事、監事及び会計監査人による重層的なチェック体制を整備し、法人運営の

透明性及び説明責任の向上に努めている。 

このほか、公益法人会計基準の改正への対応準備を進めるとともに、電子データによる情報共

有を推進し、法人運営の透明性及び事務効率の向上に取り組んだ。 

 

 

公益社団法人全国老人保健施設協会 

第８期役員名簿 

役職 氏名 所属名称 

会長 東 憲太郎 介護老人保健施設いこいの森 

副会長 

平川 博之 介護老人保健施設ハートランド・ぐらんぱぐらんま 

三根 浩一郎 介護老人保健施設寿苑 

高橋 肇 介護老人保健施設ゆとりろ 

田中 志子 介護老人保健施設大誠苑 

松田 晋哉 福岡国際医療福祉大学 

常務理事 

大河内 二郎 介護老人保健施設竜間之郷 

小川 勝 介護老人保健施設やすらぎ 

近藤 国嗣 一般社団法人全国デイ・ケア協会 

福田 六花 介護老人保健施設はまなす 

佐藤 太彦 介護老人保健施設五色台 

瀬口 里美 介護老人保健施設円会センテナリアン 

小出 純子 社会医療法人慈薫会介護老人保健施設大阪緑ヶ丘 

理事 

鳥羽 研二 地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター 

高木 邦格 介護老人保健施設マロニエ苑 

江澤 和彦 介護老人保健施設和光園 

今村 英仁 介護老人保健施設愛と結の街 

山本 登 老人保健施設レストア川崎 

長縄 伸幸 老人保健施設サンバレーかかみ野 

千葉 泰二 介護老人保健施設グリーンコート三愛 

小林 誠一 介護老人保健施設ソアーズ 

井口 光世 介護老人保健施設白寿荘 

山野 雅弘 介護老人保健施設紀伊の里 

松田 年司 介護老人保健施設あさご長寿苑 

光山 誠 介護老人保健施設つるまち 

荒舩 丈一 介護老人保健施設なでしこ 

監事 
四藏 直人 介護老人保健施設有縁の荘 

川原 丈貴 メディカル・マネジメント・プランニング・グループ 

   28 名 
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